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研究成果の概要（和文）： 

 
欧州では，若年者の学校から社会への移行期を支援するにあたり，職業と教育の両側面

からの深い学術理論に基づいた諸活動が展開されている。活動の最終目標は，就労・就学
のみでなく，個々の置かれている状況の中で必要とされる知識・技能等の習得等，幅広く
設けられている。こうした諸活動を生涯学習関係機関が担っていることも珍しくなく，各
機関は，人間の全生涯にわたる支援を行うといったその特質を活かし，一人ひとりの人間
を長期的な視野から見守り，彼らが自尊心を回復し，潜在能力を開花し，将来を自ら切り
開くことができるよう，創意工夫を凝らした様々な動機づけを行っている。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
In Europe, a number of good practices have been reported with regard to encouraging 
young people in a transitional period, which are based on well-formulated theories 
both from educational and vocational aspects.  The final goals of these are diverse, 
ranging from employment, education and other needs in accordance with individual 
circumstances.  It is not unusual that organisations relating to lifelong learning 
and/or adult education take this role, and making use of their own long-term 
perspectives, these organisations have been introducing numerous elaborated 
approaches to motivate young people to secure their own living, with a view to 
revitalizing their self-esteem, enhancing their competences and awakening their 
potentials through various methods. 
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１．研究開始当初の背景 

近年の雇用形態の変化に伴って，我が国に
おいてはワーキング・プアに代表される非正
規雇用者や，社会と積極的に関わることがで
きないニート等，学校から社会への移行期に
置かれている若者をめぐる諸問題が顕在化
している。これに対し，各省庁や各自治体，
NPO 団体による取組を通じ，ある程度就労
意欲のある若者に対しては，一定の対策が講
じられてきた。 

しかし，社会と自分との接点を見出せず，
諸活動に積極的に参加したがらない若者に
対し，彼らの実態に応じた多角的なアプロー
チ等は十分に考案されていない。さらに，生
涯学習という観点からみれば，我が国におけ
る社会教育関係機関は，これまで求められて
きた役割との相違もあり，現時点ではこうし
た事業にあまり積極的に取り組んではこな
かった。また，個別の若年者支援事業におい
ても，実態分析はいくつか報告されているも
のの，正規の職業教育・訓練に向かう前段階
にいる若者に対する教育的側面からの動機
づけのあり方に関しては，十分な考察がみら
れていない。 

こうした若者を取り巻く状況をめぐって
は，我が国のみでなく，先進国を中心に類似
した事例が発生していることが報告されて
いる。本研究で注目する欧州では，80 年代頃
から国家・地方・地域レベルにおいて，若者
をめぐる同様の問題が認識され，様々な対策
が講じられてきた。ＥＵレベルでは，2000

年以降，知識基盤社会を構築するために，変
化の激しいグローバルな社会に適応できる
知識・技能を身につけた欧州的視野を持つ人
材の養成が最優先事項に掲げられるように
なる中，とりわけ次世代を担う若者に対する
様々な支援活動が実施されている。 

欧州における若年者支援の特徴として，①
最終目標が，必ずしも“就労”に限定されず，
各自のライフステージにあわせた幅広い可
能性が模索されていること，②（国家による
多少の相違はあるものの）若年者への支援を
担う主要な機関の一つとして生涯学習関係
機関が位置づけられ，成人教育・生涯学習関
係者に対し，教育的な観点からの支援を通し
て，若者が主体的に自らの適性を見極め，必
要な知識や技能を習得できるよう期待が寄
せられていること，③様々な理由により，社
会に参加したがらない若者に対し，いかにア
プローチしていくか，という点に関して，
個々の事情に応じた繊細な配慮がなされて
いること等が挙げられる。 

したがって，本研究は，欧州の生涯学習政
策とその実践に照らして，若者への望ましい
支援のあり方を考察することにより，わが国
が直面する課題の解決に何らかの糸口を見

出すことを目指して考案された。 

 

２．研究の目的 

本研究は，現在世界的な問題となっている
学校から社会への移行期に置かれている若
者に対する支援のあり方に着目し，先進的な
取組がなされている欧州の生涯学習関係機
関において現地調査を行うことにより，生涯
学習を担う公的機関がいかなる形で若者の
就労安定化や社会参加の実現に向けた動機
づけを行いうるのかを明らかにすることを
目的とする。 

  

３．研究の方法 

平成 21年度には，まずＥＵレベルでの全
体の動向を把握するため，国内の関連集会等
に参加するとともに，資料収集・分析を行い，
本テーマに関心を寄せている研究者や実践
家の先行研究をまとめた。また，次年度以降
の現地調査に向けて，関係機関の担当者と具
体的な調査研究の内容に関する打合せを行
った。 

平成 22 年度から平成 23 年度にかけては，
ＥＵ域内の４カ国（ルーマニア・スロヴェニ
ア・アイルランド・ラトヴィア）の生涯学習
関係機関で，参与観察ならびに関係者（若年
者，支援者，ボランティア等）に対する個別
の聴き取り調査を実施し，各国における支援
活動の全体的な特徴を掌握した。また，可能
な場合には，国家機関の政策担当者にも聴き
取り調査を実施する等して，資料収集・分析
とともに，国家全体としての若年者支援の動
向を把握することに努めた。 

各国における調査終了後，調査結果を取り
まとめ，学会等において発表するとともに，
応募者の所属機関である生涯学習系センタ
ーの発行している紀要や公開講座において
も研究成果を公表した。 
 
４．研究成果 
（1）平成 21年度における研究成果 

平成 21 年度は，ＥＵ全体の生涯学習に関
する政策を俯瞰する中で，本研究課題に関連
する動向として，以下の特徴を見出した。 

即ち，①2000年以降，学校教育・高等教育・
職業教育・成人教育という各領域を「生涯学
習」という大枠の中でとらえ直すとともに，
加盟国間での共通した指標の開発により，生
涯にわたる人間の発達という観点から相互
に補完し合う教育体系をＥＵレベルで構築
しようとする動きがみられること，②支援対
象者の明確化と望ましい対応策に関する議
論が進む中で，インフォーマル及びノンフォ
ーマルな学習形態への注目が集まっている
こと，③欧州人としての市民性を養うための
教育プログラムの開発と適用範囲の拡大が



推進されていること，④多くの加盟国では，
バランスの取れた教育・訓練制度の構築に困
難を抱えており，特に職業教育に携わる者の
能力開発による専門性の確立が求められて
いること，⑤労働市場をめぐる状況としては，
変化の激しいグローバルな社会に順応でき
る質の高い能力を身につけた人材に対する
需要は高まっているが，実際の供給がそれに
見合っていないこと，⑥若年者の就労支援に
ついては，特に社会的不利益層の若者に対す
る取組が十分でなく，多くの加盟国において，
10 代後半～30 代を中心とした貧困層がみら
れること，⑦社会保障制度，社会階層差，労
働市場の性質等の相違により，就労支援の方
法には加盟国間でやや相違がみられる一方，
ＥＵレベルにおける複数国間での協同事業
の奨励により，国家の枠を超えた相互協力体
制が徐々に築かれつつあること等が明らか
になった。 
 
（2）平成 22年度における研究成果 

平成 22 年度は，前年度の研究成果をもと
に，ルーマニアとスロヴェニアで現地調査を
実施した。 

まず，ルーマニアでは，平成 22 年 6月に，
ブカレストのスピル・ハレット大学において，
生涯学習分野の研究者を対象に，全般的な動
向に関する聴き取り調査を行った。 

ＥＵ域内最貧国であるルーマニアでは，公
的機関による体系だった若年者支援はまだ
十分に整備されておらず，若年者の失業率も
約 4割程度と非常に高い。しかしながら，職
業教育・訓練制度の教育機関への普及は目覚
ましく，今後様々な形で発展の可能性を秘め
ている。 

一方，個別のＮＧＯ団体やボランティア団
体が，単独あるいは他国のパートナー団体と
の間で，ノンフォーマルもしくはインフォー
マルなプログラム事業を実施し，一定の成果
をあげている例がみられる。例えば，最も効
果的なプログラムとして，欧州文化事業団
（ European Cultural Foundation ） が
“CONCEPT” と呼ばれるルーマニアのボラン
ティア団体と共催で実施した「社会変革のた
め の 芸 術 事 業 （ Art for Social Change 
2000-2004）」というものがある。このプログ
ラムは，相次ぐ社会の変革の中で特に不安定
な心理状態にある中東欧の若年者のために
考案された。この中で，「暴力に対抗するた
めのお芝居（Play against Violence）」と名
付けられたプログラムがあるが，これは地域
の劇場を暴力に直面している若者の教育的
手段として位置づけ，芝居の世界で自己を表
出させることにより，彼らの反社会的な行動
を抑制し，不必要な衝突を避け，社会人とし
て正しい方向に導くことを目的としたもの
である。このプログラムでは，若者への芝居

を通した支援だけでなく，その過程に携わる
芸術家，教員，心理学者，教育学者，地域の
協力者等に対しても，適切な研修コースが事
前に提供されている。また，既に同様の観点
から訓練された人々に対して地域や地方レ
ベルでのプロジェクトを当人が実施する際
の支援も行われている。プログラムの目標は
芸術活動の効果を利用して社会を変革する
ことであり，市民社会への参加の機会を与え
ることによって若者を積極的に行動させる
よう促している。2002年には，このプログラ
ムに，ブカレスト，コンスタンツァ，トゥル
グ・ムーレの 12 歳から 21歳までの 200人が
参加した。 

次に，スロヴェニアでは，平成 23 年 3 月
に，ＰＵＭ（Projektno učenje za mlajše 
odrasle）と呼ばれるプロジェクトを中心に
調査を実施した。ＰＵＭは，1993年にスロヴ
ェニア国立成人教育研究所によって開発さ
れ，調査時点においてスロヴェニア全土の 11
か所において実施されている。現地調査では，
主にゴレンスカ地方ラドヴリツァ市に滞在
し，当地のＰＵＭ運営本部が置かれている地
域総合大学及び実施支部での各種プログラ
ムへの参加や日本文化に関するワークショ
ップを筆者が主催することによる参与観察
の他，若年者・支援者（メンター）・メンタ
ーの指導者・元参加者・ボランティア・実習
生等への聴き取り調査を行った。この他，首
都リュブリャーナ市では，スロヴェニア国立
成人教育研究所での関係者への聴き取り調
査及び資料収集，教育・スポーツ省担当者へ
の聴き取り調査，リュブリャーナ市にあるＰ
ＵＭ実施機関の訪問見学等を行った。 

ＰＵＭは，学校から社会への移行期に様々
な悩みを抱えた多くの若者を望ましい方向
へと導き，同国における若年失業率の大幅な
低下に貢献する等，顕著な成果をあげている。
同国にはまだ解決すべき課題も多いが，ＥＵ
からも高い評価を得たＰＵＭには，支援者の
専門性の重視，対象者の長い人生を視野に入
れた長期的支援，背景にある理論としての交
流分析の応用の他，関連する学問分野のエッ
センスを柔軟に取り入れた支援体制の質的
充実，生涯学習関係機関がかかわることによ
る地域住民の力を活かした異世代間交流に
よる支援等，わが国にも大いに参考になる諸
要素が含まれている。 
 
（3）平成 23年度における研究成果 
 平成 23 年度は，アイルランドとラトヴィ
アにおいて現地調査を実施するとともに，平
成 22 年度より実施した調査研究の全般的な
成果を踏まえ，本研究の総括を試みた。 
 まず，アイルランドでは，平成 23 年 5 月
中旬に，Foróige 及び Inspire と呼ばれる若
年者支援機関を訪問し，各種のプログラムの



中でも，とりわけ若者の動機づけに直接的あ
るいは間接的に携わっている成人の役割に
注目して考察を行った。 

25 歳以下の若者が国民全体のおよそ 1／3
を占め，ＥＵの中でも国民の平均年齢が最も
若いアイルランドでは，若者の自発性を尊重
しつつも，地域社会の多様な経歴を持つ人々
による教育力を活かした様々なプログラム
が数多くの任意団体によって提供されてい
る。同国では，こうした周囲の年長者からの
支援を通じ，若年者が豊かな人間性や社会性
を身につけ，前向きに自らの将来を思い描く
中で，自分たちのさらに次世代を支援したい
という気持ちに駆られる，といった好循環が
発生していた。この他，アイルランドでは，
諸活動に参加したがらない若者に対するＩ
ＣＴを利用したアプローチにも，効果的な事
例がみられている。 
 次に，ラトヴィアでは，平成 23年 12月中
旬にツェーシスと呼ばれる自治体の管轄す
る成人教育センターを訪問し，当地で行われ
ている若年者支援事業を調査した。同センタ
ーでは，同国の長引く経済不況により，独自
のプログラムを充実させることは難しいた
め，現状ではＥＵから財政支援のある多国間
交流事業を中心とした支援活動が行われて
いる。 

参加している若年者の中には，長期失業者
も含まれるが，彼ら一人ひとりが本来持つ無
限の可能性を引出せるよう，メンターが様々
な工夫を凝らして対応にあたっている。具体
的には，学校教育機関や更生施設と連携し，
引きこもりがちな若者の情報を可能な限り
収集し，彼らが参加しやすいような活動を準
備した上で，電話や葉書、メール等の手段を
通じた働きかけがなされており，社会活動が
苦手な者でも入っていきやすい雰囲気づく
りがなされている。また，地域の公的成人教
育機関が彼らの“居場所”づくりを担うこと
により，若者に地域社会への“所属意識”や
“安心感”を与えていることにも特徴が見出
せた。 
 調査終了後には，所属機関において，「欧
州における若年者支援の現状と課題―生涯
学習の機会をいかに若者の社会参加へとつ
なげていくことができるのか？―」と題する
公開講座を実施（平成 24年 1－2月）し，研
究成果を地域社会へ還元することに努めた。 

４カ国での現地調査を通じ，ＥＵ域内での
各国の社会・経済事情により，若者の置かれ
ている状況は多少異なるものの，次のような
共通点が見出された。 

各国で聴き取り調査の対象となった若者
の共通点として（特に深刻な悩みのない通常
の若者を対象としたアイルランドでの事例
を除き），①学校教育における詰め込み式の
教授法や教授内容，教員と生徒の関係に馴染

めず，途中で躓き，不登校になった者が多い
こと，②薬物中毒やアルコール中毒を経験し
た者が少なくないこと，③親と早期の段階で
離別・死別したり，親から虐待を受けていた
り，親を知らず，養父母に育てられたりする
等して，幼少期に家庭環境の不安定であった
者が少なくないこと，④自分らしい個性を自
覚し，それを伸ばしたいと希望している者が，
情操的な部分を重視しない学校教育のやり
方になじめない傾向にあること，⑤潜在的に
自分の居場所が社会の中に欲しいという欲
求は持っているが，その手段が分からず，当
初は戸惑っており，支援者からの働きかけを
通じて初めて情報を得て，それをきっかけに
諸活動に参加し始めるようになった者が多
いこと等が判明した。 

また，動機づけのあり方に関する全般的な
傾向としては，①生涯学習関係機関であるこ
とを活かし，各自の生活習慣にまで配慮した，
非常にきめ細かい一個人としての発達に重
きをおいた支援活動が行われていること，②
目指すべき方向は，就職や就学，あるいは個
人としての自尊心の回復等，一定の方向に定
められていないことが多いが，最終的に一人
の人間が個として自立し，人生を自ら切り開
くための力を身につけ，主体的に行動できる
ようになるまでの働きかけが随所にみられ
ること，③社会に自分の居場所が見出せずに
いる若者に対し，あらゆる手段を通じて彼ら
の心理的抵抗を少なくし，自然に溶け込める
ような雰囲気づくりに工夫が凝らされてい
ること，④地域の様々な経歴を持つ社会人と
若年者を交流させる機会を設け，支援活動に
活かしていること，⑤多くの機関において，
国家レベルや地方・地域レベルでの事業だけ
でなく，ＥＵレベルでの多国間若年者交流事
業が活用されており，異なる背景を持つ同世
代の若者同士の交流から対象者が得られる
ものにも重きが置かれていること等が，特徴
として見出せた。 
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